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（参考）ビジョン達成に向けた時間軸

～２０２０ ～２０３５

リーン・ヘルスケ

ア  〜保健医療の

価値を高める〜

・ 医療技術評価の制度化・施

行

・ 現場主導による医療の質の

向上支援（過剰医療や医療

事故の防止など）

・ 「ゲートオープナー」とし

てのかかりつけ医の育成・

全地域への配置

・ 地域と病院が患者側に最善

の選択肢を提供

・ 医療提供者の技術、医療用

品の効能など（医療技術）

を患者の価値を考慮して

評価し、診療報酬点数に反

映

・ 医療機関のパフォーマン

スの見える化とベンチマ

ーキングによる治療成績

の改善

・ 地域のデータとニーズに

応じて保健・医療・介護サ

ービスを確保

ライフ・デザイン

〜主体的選択を社

会で支える〜      

・ 「たばこフリー」オリンピ

ックの実現に向けた環境整

備の促進（例：子ども防煙

教育、たばこ税増税、たば

この広告・パッケージ規制、

喫煙者に対する禁煙指導・

治療）

・ 効果が実証されている予防

の積極的推進、特に、重症

化予防の徹底による医療費

削減

・ 「健康への投資」による生

活の質と社会的な生産性の

向上

・ 2035 年までに「たばこフリ

ー」社会を実現

・ 電子健康記録に介護サー

ビス情報を含めた個人レ

ベルでのポータブルな情

報基盤の普及・活用を支援

・ 住民が健康・生活上の課題

をワンストップで相談で

きる総合サービスの充実

・ 健康の社会的決定要因を

考慮したコミュニティや

まちづくり

グローバル・ヘル

ス・リーダー

〜日本が世界の保

健医療を牽引する

〜 

・ 健康危機管理体制の確立

（健康危機管理・疾病対策

センターの創設）

・ オリンピック開催までに早

急に国際的な医療の提供体

制の確立

・ 感染症の封じ込めや災害

時の支援など健康危機管

理で国際的に貢献する機

能を大幅に強化し、世界の

「健康危機管理官」として

の地位を確立
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・ グローバル・ヘルスを担う

人材の育成体制の整備と

官民一体となって人材をプ

ールする仕組みの創設

・ アジアなどでのユニバーサ

ル・ヘルス・カバレッジや

医薬品等承認制度などのシ

ステムの構築支援

・ 政府、自衛隊、NPO や市民

社会などと連携した保健

安全保障体制の確立

・ 地域包括ケア等の医療・介

護システムの輸出

・ 国際機関などによるグロ

ーバル・ヘルス・ガバナン

スの構築への貢献

2035 年

のビジ

ョンを

達成す

るため

のイン

フラ

イノベー

ション環

境

・ 治験や臨床試験のプラット

フォーム整備

・ 学際的かつ実践的な取組み

を推進させるための研究・

教育環境の整備や人材育成

・ がんや認知症などの研究

推進のための多様な研究

財源の確保

・ 国内外のイノベーション

人材の我が国への集積

情報基盤

の整備と

活用

・ ヘルスケアデータネットワ

ークの確立・活用（公的デ

ータなどの医療等 ID によ

る連結）

・ 検診・治療データの蓄積・

分析による予防・健康・疾

病管理の推進

・ ICT による遠隔診断・治

療・手術などの基盤確立

・ 予防、診断、治療、疾病管

理、介護、終末期（人生の

最終段階）において、デー

タを活用した政策評価プ

ロセスが確立

安定した

保健医療

財源

・ 医療費の伸びが予測を上回

る場合の中期調整システム

の導入

・ 公的保険を補完する財政

支援の仕組みの確立

・ 都道府県ごとの地域差に

対応するための権限移譲

等

次世代型

の保健医

療人材

・ 予防、公衆衛生、コミュニ

ケーション、マネージメン

ト能力を有する医師の養成

・ グローカル臨床研修制度を

導入

・ 公衆衛生大学院の増設等に

よる医療政策人材の育成

・ 医療や福祉の資格の共通

基盤（連携の促進や養成課

程等）を整備

・ 医師の偏在等が続く地域

における保険医の配置・定

数の設定等
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世界をリ

ードする

厚生労働

省

・ 「保健医療補佐官（Chief

Medical Officer）」の創設

（任期 5 年）

・ グローバル・ヘルス・イニ

シアティブの策定

・ 「医療イノベーション推進

局」の創設

・ あらゆるグローバル対

話・政策形成において先導

的役割を確立
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